
2021年4月1日

一般的な労務管理の留意点について

令和8年9月8日（火）
時間外労働の上限規制等に関する説明会
丸亀労働基準監督署



本日の説明内容
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◆ 労働条件の明示

賃金

◆ 労働時間・休日

◆ 休憩

◆ 時間外、休日及び深夜の割増賃金

◆ 労働時間の適正な把握

◆ 年次有給休暇

◆ その他（解雇、退職勧奨、労働条件の変更）

「労働基準法の基礎知識」を利用して説明します



労働条件の明示
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※労働契約を結ぶ際、全ての労働者に対し、労働条件につい

て書面交付により明示しなければならない。

①労働契約の期間

②有期労働契約を更新する場合の基準（更新回数などの上限を含む）

③就業の場所・従事する業務の内容（変更の範囲を含む）

④始業・終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、
休日、休暇、交替制勤務をさせる場合は就業時転換に関する事項

⑤賃金の決定・計算・支払いの方法、賃金の締切り・支払いの時期
に関する事項

⑥退職に関する事項（解雇の事由を含む）

明示すべき時期・・・新規採用時や有期労働契約の更新時

必ず書面交付で明示



労働条件の明示
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労働条件通知書の様式

労働条件通知書

の様式

参考

厚労省 主要様式

ダウンロードコーナー



労働時間・休日
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◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１日（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者の代表で

36協定を締結し、労働基準監督署に届け出ることが必要

◆   36協定では、時間外労働を行うことができる最大の時間数な

どを定める

例外

⇒ 36協定に定めることができる時間外労働の時間数のルールは？



労働時間・休日
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時間外労働
↓

1日8時間 または 1週40時間を超えた労働

黄色の部分は休日労働
赤い部分が時間外労働（土曜日に注意！）
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月 火 水 木 金 土 日

※日曜日を法定休日とする。



３６協定（時間外労働  休日労働に関する協定）について

上限規制のイメージ

（例外）
上限
(年６か月まで)
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

（原則）
上限
✓月45時間
✓年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間
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限度時間

特別条項

＊休日労働を含む

３６協定に定める項目

◆対象期間（１年間）とその起算日

◆１日、１か月、１年の各期間について法定労働時間（１日８時間、
１週４０時間）を延長して労働させることができる時間数または
休日日数 など

限度時間の上限

一般の36協定（原則）

◆１月 ４５時間  （時間外のみ）

◆１年 ３６０時間 （時間外のみ）

特別条項付き協定（例外）

◆１月 １００時間未満 （時間外＋休日）

◆１年 ７２０時間 （時間外のみ）

◆月４５時間を超える回数は年６回まで



36協定記載例（様式第９号）  

8



36協定記載例（様式第９号の２）
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３６協定の注意点
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３６協定（一般）の

様式

◆時間外または休日労働をさせる場合は、
事前に３６協定を締結し、所轄労働基準
監督署へ届出する。（届出がないと無効）

◆３６協定の有効期間（１年）切れとなら
ないように、毎年、締結、届出する。

◆労働者の過半数を代表する者（協定当事
者）は、話し合いや多数決などの民主的
な手続きにより選出する。

（※使用者が指名した場合は、無効）

◆３６協定を労働者に周知する。

◆３６協定で定めた上限時間等を超えない
ように管理する。

３６協定（特別条項

あり）の様式



時間外労働などの割増賃金率について
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◆時間外労働（１日８時間超、１週４０時間超）

２５％ （例 時間単価1,400円の場合、１時間あたり1,750円）

◆時間外労働（月６０時間超）

５０％ （例 時間単価1,400円の場合、１時間あたり2,100円）

◆休日労働（週１日（または４週４日））

３５％ （例 時間単価1,400円の場合、１時間あたり1,890円）

◆深夜労働（２２時～５時）

２５％ （例 時間単価1,400円の場合、１時間あたり1,750円）



割増賃金の算定方法について
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◆割増賃金の計算方法

◆割増賃金の算定基礎に含めなくてもよい手当
①家族手当、②通勤手当、③別居手当、④子女教育手当、⑤住宅手当、

⑥臨時に支払われた賃金、⑦１か月を超える期間ごとに支払われる賃金、

以上の７種類のみ。これら以外の手当は必ず算定基礎に含む必要あり。

月給制の場合

月給制の基本給＋諸手当（月給制）

年間平均の１月所定労働時間数
✕ 割増賃金率 ✕ 時間数

日給制の場合

日給制の基本給＋諸手当（日給制）

１日の所定労働時間数
✕ 割増賃金率 ✕ 時間数



労働時間の適正な把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 現場への移動、自宅待機、作業着への着
替え、作業の後片付け時間も、使用者の
明示または黙示の指示がある場合には、
労働時間に該当する

労働時間とは
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◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握



年次有給休暇①
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週の所定労働日数が５日以上 または 週の所定労働時間数が30時間以上 の場合

年次有給休暇の付与日数（原則）

◆ 雇い入れの日から６か月継続して雇われていること

◆ 全労働日（各労働者ごとの所定労働日）の８割以上を出勤していること

年次有給休暇の発生要件



年次有給休暇②
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週の所定労働日数が４日以下 かつ 週の所定労働時間数が30時間未満 の場合

（週の所定労働日数が決まっていない場合は、年間の所定労働日数が216日以下）

所定労働日数が少ない労働者の付与日数（比例付与）



年次有給休暇③
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◆ 労働者から指定された日に、年次有給休暇を与えなければならない

◆ 最低でも年５日の年次有給休暇を取得させなければならない

◆ 年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存しなければならない

年次有給休暇の注意点

（対象：10日以上付与される労働者）



解雇
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◆ ３０日以上前に予告するか、３０日分以上（※）の平均賃金を支払う必要がある

（平均賃金の計算方法：労働基準関係法のポイント P３）

◆ 予告期間には、解雇予告（通知）をした日は含まず、その翌日から算入する

※ 平均賃金を何日分か支払った場合には、その日数分の予告期間を30日から短縮可能

◆ 解雇の理由について証明書の請求があれば、遅滞なく交付する必要がある

解雇の注意点
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